準給水装置等の差水量に関する取扱要領
　（趣旨）

第１条　この要領は、準給水装置及び導水装置の水道料金等の検針及び徴収に関する取扱要綱（令和２年４月１日施行。以下「要綱」という。）第４条第３項に基づき、準給水装置等の差分水量に関する取扱いに関して、必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第２条　この要領において使用する用語は、江南市水道事業給水条例（昭和５０年条例第３号。以下「条例」という。）、江南市水道事業給水条例施行規程（昭和５０年水道部管理規程第１１号）及び要綱において使用する用語の例による。
　（適用の要件）

第３条　この要領の適用は、差水量が８％を超える場合に適用するものとし、８％以下の場合はメーターの公差とみなしてこれを清算しないものとする。

　（差水料金の精算方法）
第４条　親メーターにより計量する水量と、各戸メーターにより計量する水量の合計の差が８％を超えたときは、管理者から建物所有者等に通知し、それぞれの管理責任の区分に従い原因を調査し協議を行うものとする。
２　６ケ月間の差水量の合計が８％を上回る場合には、臨時用の従量料金により、８％を上回る水量について差水料金を算定し、建物所有者等に請求する。
３　６ケ月間の差水量の合計が８％を下回る場合には、前条に従い差水料金を請求しないものとする。

４　差水料金の未払いについては、親メーターについて条例第３６条の取扱いを適用する。
　　　附　則

この要領は、令和２年４月１日から施行する。
